







　2016 年 3 月、2016 年スコットランド法が女王の裁可を得て成立した。こ
れにより、スコットランドでは、財政自主権の拡大や社会福祉に関する支出
































（Local Enterprise Partnerships : LEP）について概観する。そして、LEPと
合同行政機構の関係について説明する。次に、Devolution Dealsの前に登場
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City Deals 第 1 弾（コア・シティ中心の都市圏）合意成立
ヘーゼルタイン卿が報告書No Stone Unturned を公表（経済開発関連
予算の一本化を提案）
City Deals 第 2 弾（20 の小規模都市圏との）合意成立






Devolution Deals に対して 38 地域からの応募がある
2016 年都市・地方自治権限委譲法の制定
合同行政機構で公選首長選を実施の予定
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　現在（2016 年 9 月）、イングランドには 7つの合同行政機構が設置されて
いる。合同行政機構の設置根拠法は、2009 年地方民主主義、経済開発、建
築法（Local Democracy, Economic Development and Construction Act 2009）
であり、同法に基づき、2011 年 4 月 1 日に最初のグレーター・マンチェス





治権限委譲法（Cities and Local Government Devolution Act 2016）が、2016




　同法の制定後、2016 年 4 月 1 日にティーズ・バレー合同行政機構が設置
され、同年 6月 17 日にはウェスト・ミッドランド合同行政機構が設置され
イングランドにおける合同行政機構の設置と権限委譲の動き （石見）
─ 42 ─



































































　LEPは、2010 年 5 月の総選挙の結果誕生した保守党と自由民主党による
連立政権の下で導入された地域の経済開発を推進するしくみである。それま













いるが、37 の自治体は複数の LEPに属している（Comptroller and Auditor 












　LEPの財源は、2011 年度から 2014 年度までは、Regional Growth Fund、
Growing Places Fund、Enterprise Zone Grant fundingなどが用いられてき
た。2012 年にヘーゼルタイン卿のレポート No Stone Unturned in Pursuit 
of Growthが個別に補助金を出すのではなく、一本化すること（single pot）
の重要性を指摘した。このことが契機となり、政府は 2013 年 7 月の支出見
直し（spending review）において、上記の個別補助金を一本化したものと
して、Local Growth Fundを導入すること、Local Growth Fundは後述する
Growth Dealsの交渉を通じて LEPに配分されることを明らかにした。ちな
みに、Local Growth Fundは、2015 年度から 2020 年度までの総額が 120 億
ポンドで、各年 20 億ポンドの規模である（図表 3参照）。LEPの管理経費
は、自治体と民間セクターが提供することになっているが、実際には民間セ
クターの貢献は少ない。政府のコミュニティ・地方自治省は、LEPの管理























Regional Growth Fund 29  29 183 183 　 0 　 0 　 0 　 0 　 0 　 0
Core and capacity
Funding  1 　6  11  21 　20 　20 　20 　20 　20 　20
Enterprise Zone Grant
Funding  0 　8  94 223 　 0 　 0 　 0 　 0 　 0 　 0
Growing Places Fund  0 730 　0 　0 　 0 　 0 　 0 　 0 　 0 　 0
Growth Hub Core
funding  0 　0 　0 　0 　14 　 0 　 0 　 0 　 0 　 0
Local Growth Fund  0 　0 　0 　0 2000 2000 2000 2000 2000 2000

















年 7 月に合意した。内閣府の報告書（Unlocking Growth in Cities: City 
Deals ─ Wave 1）によれば、「第一弾では、20 年間で 17 万 5000 人分の
雇用と 3万 7000 人分の職業訓練の機会を生む」ことが目指されていた。こ
の記述から、雇用と職業訓練への国の関心が強かったことが伺える。また、
第二弾は、2014 年 7 月に 20 の小規模都市圏と国との間で合意した。
　ちなみに、国の会計検査院（the National Audit Office）は、2015 年 7 月、
第一弾の潜在的利益などに関する報告書（Devolving responsibilities to 
cities in England: Wave 1 City Deals）を公表した。政府が関与する支出は
今後 30 年間におよぶ 40 事業で総額 23 億ポンド以上になり、8省にまたが
る規模であるが、その地域経済の成長への影響について述べるのは時期尚早















　ちなみに、グレーター・マンチェスター合同行政機構が 2012 年 7 月に政
府と締結した City Dealの要点は下記の通りである。
　a．インフラ整備回転資金の創設。グレーター・マンチェスターへのイン


























と一般的に言われていて、419,500 人の新規雇用と 224,300 軒の住宅建設が
見込まれていたと予想された（同上　p. 20）。2014 年 7 月、政府は 2015 年
度の Local Growth Fundとして、63 億ポンド（当初予定額の 20 億ポンドと
将来配分される予定の 43 億ポンド）を配分すると発表した。ただし、当初
予定額の 20 億ポンドのうち、11 億ポンドは従来個別の補助金の形態で配分
されていたものである。ちなみに、その従来の個別補助金の中の最大のもの
（60％以上）は交通関連のプロジェクトに関するものである。つまり、純粋























































































































































































































































　2．　16 歳以上の継続教育体系の再設計はArea Reviews 後、2017 年までにイングランドの全エリアに適用される。
それは、地方エリアの需要に合致する持続発展可能な高品質な継続教育の提供を保障するための設計である。




・ Cheshire and Warrington LEPとの共同事業として、4000 万ポンド規模の生命
科学対内投資基金の立ち上げ。













　現在（2016 年 9 月）、イングランドには 10 の合意された Devolution Deals






























図表 5　各地の Devolution Deals の概要
名称 締結年月 自治体、LEPの数 県域の人口
グレーター･マンチェスター 2014 年 11 月 10 自治体、1LEP 270 万人
コンウォール 2015 年 7 月 1 自治体、1LEP 53 万人
シェフィールド ･シティ･リージョン 2015 年 10 月 4 自治体、1LEP 140 万人
ノース ･イースト 2015 年 10 月 7 自治体、1LEP 200 万人
ティーズ・バレー 2015 年 10 月 5 自治体、1LEP 70 万人
ウェスト ･ミッドランド 2015 年 11 月 7 自治体、1LEP 280 万人
リバプール ･シティ･リージョン 2015 年 11 月 6 自治体、1LEP 150 万人
イースト ･アングリア 2016 年 3 月 22 自治体、1LEP 230 万人
グレーター･リンカンシャ 2016 年 3 月 10 自治体、1LEP 110 万人
ウェスト ･オブ ･イングランド 2016 年 3 月 4 自治体、1LEP 110 万人
























の財源移譲やより大きな権限委譲などがある（Comptroller and Auditor 
General 2016 p. 19）（図表 6参照）。








ている。公選首長制を導入する 6つの Devolution Dealsでは 5年間に総額で
28 億 6000 万ポンドを一本化した形で配分すると発表した。ちなみに、一本
図表 6　2015 年度 Local Growth Fund の構成（総額￡20 億 200 万ポンド）

























DCLG 2015 年 4 月 1 日までに DCLG 資
本補助金を通して支払われる
Adult Skills ￡170m 個別の手続き1
 ￡170m
































　1．　これは、欧州社会基金プロジェクトに見合う財源として利用するのに適当なSkill Funding Agency と認
識されるBIS adult skill 予算のうち部分である。
　2．　London LEP のみ。これは 2015 年度のNew Homes Bonus のロンドンの割合である。
　3．　DCLGはコミュニティ・地方自治省、BIS はビジネス・刷新・技能省、DfT は交通省を意味する。
　出典：The Comptroller and Auditor General, （2016a） Local Enterprise Partnerships, pp. 22─23 を基に作成
イングランドにおける合同行政機構の設置と権限委譲の動き （石見）
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化される財源は、追加的な投資財源（8億 6000 万ポンド）、Local Growth 





















Manchester Agreement）」として、2014 年 11 月 3 日に締結され公表された。
次の協定は「グレーター・マンチェスター保健・社会福祉の権限委譲に関す
る理解の覚書（the Greater Manchester Health and Social Care Devolution 
Memorandum of Understand）」として、2015 年 2 月 27 日に締結された。そ
して、第 3の協定は、2015 年夏季予算（Summer Budget 2015）10）の一部と
して「グレーター・マンチェスター合同行政機構および直接公選首長へのさ
らなる権限委譲（Further devolution to the Greater Manchester Combined 
Authority and directly─elected Mayor）」が 2015 年 7 月に公表された。また、




さらなる権限委譲が 2015 年 12 月に公表された。さらに、第 5の協定は、
イングランドにおける合同行政機構の設置と権限委譲の動き （石見）
─ 55 ─






















・ 労働プログラム（the Work Programme）の次の段階に向けて、労働・年金省
と共に合同コミッショナーとなる機会。


























　第 5の協定では、Life Chances Investment Fund（Troubled Families 
Programme、Working Well pilot、内閣府 Life Chances Fundの一本化など）、







































（Sandford 2016 pp. 14─18）。
（5）　小結





委譲などの点が共通している。第 2に Growth Dealsは LEPが主体となって
いることからも、City Dealsや Devolution Dealsに比べて、より地元密着で
具体的なプログラムに活用されている（バス路線、インターチェンジ、鉄道











ー・マンチェスター交通局（Transport for Greater Manchester）は、スマー
ト・チケット・システム導入の請け合い業者との契約をキャンセルしたと






















GMCA傘下のパートナーシップ組織として、MGC（the Manchester Growth 






　次に、GMCAにとって重要と思われる計画である Greater Manchester 
Strategy
14）










　City Deal、Growth Deal、Devolution Dealの内容には、政策分野的な類似








主権であろうとの回答であった。また、2014 年 11 月の最初の Devolutionの








































































































































































































































Greater─Manchester─City─Deal.final_0.pdf（最終アクセス日：2016 年 9 月 7 日）
6）　Greater Manchester Growth Deal
　　http://www.gov.uk/government/uploads/attachment_data/file/398857/15_Greater_







9）　2015 年度から 20 年度の間に、コミュニティ・地方自治省は 30％、大蔵省は 28％、
ビジネス・改革・技能省は 17％、歳出の中の管理経費を削減しなければならない。
また、政府は 2010 年度から 15 年度の間に地方自治体へ交付する財源を 37％削減
した。また、同時期の警察関係の財源を 25％削減し、保健省やその関連団体の財
源では 2015 年度から 20 年度の間に 220 億ポンドの不足（要求額との差）が指摘さ
れている（Comptroller and Auditor General 2016b p. 38）。




 　　 http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_9514873_po_02650103.pdf?contentNo 




した。自治体国際化協会ロンドン事務所「マンスリートピック（2015 年 12 月）」
 　　 http://www.jlgc.org.uk/jp/wp─content/uploads/2016/01/uk_dec_2015_01.pdf#search= 
‘Spending＋Review＋and＋Authumn＋Statement＋2015’（最終アクセス日：2016 年
9 月 7 日）
12）　Greater Manchester Devolution Deal
 　　 https://www.gov.uk/government/publications/devolution─to─the─greater─manchester
─combined─authority─and─transition─to─a─directly─elected─mayor（最終アクセス














15）　Growth and Reform Planは 2014 年 3 月に公表された。これに基づいて、グレー
ター・マンチェスターは政府の Local Growth Fundから 4億 7,670 万ポンドを確保
した。つまり、この Growth and Reform Planは、Growth Dealのためのグレータ
ー・マンチェスターからの提案書と言える。Growth and Reform Planでも、5つ
の重点項目が挙げられたが、その内容は上記の GM Growth Dealの要点と全く同じ
である。つまり、Growth and Reform Planの要点がそのまま Growth Dealにも採
用された。
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